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＜研究ノート＞
生涯学習と社会教育の今日的課題
ー 「国家政策」としての生涯学習に対する拙刺から
渡辺秀和
はじめに 目、いわゆる「地方分配政策の中で、教育に限らず
1980年代に臨時教育審議会によって「生涯学習体系 「国家」と 「自治体jの関係性が問し、直されている。
への移行」が打ち出されてから、35年以上が筒畠した。 それゆえ、すでに定着をみてし、る生涯学習政策にっし、
生涯学習は、 1965年にユネスコ成人教育局長だった ても、いま一度「国家政策」としての側面からその展
Rラングランが提起した「生涯教育」現念をもとに、 聞を捉え直してみたい。
年齢やライフステージという教育の諸段階・学校教育
や社会教育とし、った諸領域の統合原理としての役割を
期待され、日本においては1970年代以降「生涯学習」
としてその導入が図られた。
一方、社会教育は、「学校の教育課程として行われる
教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行
材高では、これまでの生涯学習に対する批判につい
て、①日本における生涯学習論の登場期である 1960
年代後半－1970年代、②生涯学習政策が具4柏句に展開
する 1980年代－1990年代、③民営化などが積極的に
展開される2000年代に区分し、「国家政策」としての
生涯学習とし、う観点から整理する。その上で、生涯学
われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーション 習の今日的問題について、社会教育との開系から、若
の活動を含む。）」lと定義される。鞘麦、自由な学びと 干の検討を加える。
それによる住民自治を保障するべく、国や自治体は「す
べての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、 1.密度教育論の登場（1960年代後半 1970年代）
自ら実際生活に即する文化的教養を高め得るような環 生涯学習論は、1965年にユネスコ成人教育局長だっ
境を醸成」 2することに努めてきたのであり、その内実 たラングランが提起した「生准教育」現念にその現代
はそれぞれの自制本ごとに、住民レベノレです虫自に展開
されてきた点で、行政主導で進められた生涯学習政策
とは性格を異にするといえる。
この間、多様化・高度化した人々の学習要求をささ
える方策として、これまでの社会教育行政とは別に、
的な端緒 4をみることができる。ラングランは、ユネ
スコの「第3回成人教育推進国際委員会」におけるワ
ーキングペーパーの中で、生涯教育論を初めて国際的
な議論の中で登場させた。その理念は「成人教育のみ
ならず、また、学校教育にも成人教育にも従来属して
生涯学習センターの普及が図られるとともに、カルチ いなかったところの、人格形成のための家庭の役割な
ャーセンターなどの民間教育産業が大きな伸長をみた。 ども含めて、生涯教育のもとに取り扱おうJ(P.ラング
一方で、生涯学習政策において社会教育を積極的に位 ラン，1979: 92-95）とするものと整理され、テクノロ
置づけてこなかったために、これまで住民の自由な学 ジーの進化により急激に変化する社会の中で、 生涯に
びを支えてきた社会教育は、施設統廃合や民間セクタ わたって学ひ続ける必要性を説き、諸機関・諸段階で
ーへの委託、規制緩和、職員削減などの問題により、 個別に行われてきた教育機能の統合的システム化を要
その役割を後退させている。より具体的には、たとえ 請した。日本へは、この会議の出席者であった波多野
ば、さいたま市三橋公開官で問題となった、公民館だ 完治の訳出によって紹介されたO
よりへの俳句掲載拒否問題 3などに見られるように、 1970年代に入ると、 71年4月に社会教育審議会答
自由な学びが制限されてきていることにつながってい 申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり
る。 方についてJ、6月には中央教育審議会答申「今後にお
このようなところから、生涯学習政策にっし、て、教 ける学校教育の総針句な拡充・整備のための基本説諌
育の市場化が実質化し、住民の自由な学びが脅かされ、 についてJが相次いで出され、行政としての生涯教育
その公的保障を後退させるものであるとして、主に社 の観長が示された。また、72年には経済同友会から「70
会教育関係者から批判が多くなされてきた。しかし今 年代の社会緊張の問題点とその対策試案」、日本経済調
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査協議会から「新しし産業許士会における人間形成長 再訓練』の組織化、いいかえるなら“生涯訓練”の体
期的観長からみた教育のあり方 Jが提案され、産業 情IJ1七を意図しているところにあるとみられ」（同：174)
界からの教育改革の要請が浮上してくる。前者は1960 る点で本来の多面的発達という目標からは棲小化され
年代後半以降の柏会運動の高まりに対し、企業内コミ ていると指摘する。ここでイサ｜｜は、日本における生涯
ユニティを蝉或に拡げるとし、う新たな戦略を提起した 教育の構想、が 「教育における能力主義」政策の再編成
ものであり、後者は初めてリカレント教育について言 理念に変質していることをあげ、文音階、（当時）およ
及したものである。 び産業界が示す教育改輯蕎想は、職場以外の地域と学
このように、 1960年代後半から1970年代にかけて 校、さらに家庭の教育害訴肩成の論理として、 「教育から
生涯教育理念の導入が図られるとともに、産業界の積 訓練へ」ではなく「訓練から教育へjの道筋、すなわ
極的な反応・提案があった。具f輸な政策化は 1980 ち産業界が求める能力や技官邸、教育内容に流入して
年代を待つことになるが、生涯教育への批判は、この いる点を指摘した。こうした教育における能力主義の
ころからすでに展開されてきた。 導入や国家主義的な傾向は、「福祉国家論にもとづく
日本に生涯教育を持ち込んだ波多野は、これを評価 『上から』の全備句な教育再編成イデオロギーである
し推進する一方で、まずその発信主体であるユネスコ 点にみられる」（同 179）のであり、それに対して国
の限界性について言及している。国際幹部裁で、あるユネ 民の権利保障としての生涯にわたる教育を考えるとき、
スコは、それを構成する各国の主張の言曙整役であると 制度主婦或の主体を国民の側に置くことを求めた。
し、う性格を無号視することはできず、それは各国の体制 持田栄ーは、生涯教育について、日本においてはも
や支配的な主義主張に酌量して、あえて陵味な表現に つばら担金教育の問題として論じられて来たとし、う認
している点にあらわれる。ゆえに、それを「もとの構 識に立ったうえで、住民の学ぶ権利の保障としづ視角
図にひきなおし、 －－自国にあうように『再靖国』す からとらえようとする小J1に対して、近代公教育その
る」必要がある（波多野，1972:284-286）と指摘する。 もの自体、その成立時点、から体制と資本の側からつく
さらに波多野は、この間特に産業界から提案されてき られているがゆえに、矛盾と限界を抱えていることに
た教育改革の方向性と、行政側の示す方向性にっし、て、 注目する。生涯教育論をはじめとした国家政策として
それぞれが「脚易の再教育とし、うふうに棲1Jイじする方 の教育改革について、戦後の「教育価働を「反動」
向と、 他方では、『生涯学習』を『教育そのもの』とみ がつきくずすものとして捉えるのではなく、近代公教
て、これを極端に『拡散』し、これによって問題の現 育が抱える矛盾を資本の側が再編枕するものと して捉
代的意義をぼやけさせてしまう」（同：2）方向である えるべきであるとする。 このようにして、 小）1の論を
と批判する。波多野が借倶したのは、国家・産業界主 批判的に刻扱しながらも、ユネスコ生涯教南綻「生
導による政策の展開の過程での課題の喪失ぞ哩念の変 涯に亘る学習と教育を私的個人の次元で理解しようと
質であったといえる。 するものでなく、社会的観点から計画化し忠郎裁しよう
また、川 ｜利夫は、ラングランが示した生涯教育論 とするものであり、国弱句に保障しようとするもので
の特質について、「学校教育と社会教育のあり方そのも ある」（持田， 1971:7）と評する点では一致する。生
のをふくめた教育の全体構造の公教育的再編成理念な 涯教育論を人生のすべての教育機会の計画化と社会化
いし原理」（；Jサ｜し1973:163）であるとし、「生涯学習 を課題とするものとして捉えるとき、「生涯に亘る自主
という新しい教育概念は、ユネスコの成人教育国際委 学習を五郎哉は尋たとしても、『上から』の政策として組
員会によって積極的に提示されたが、その教育内容は 織したのでは、 ことば本来の意味で、人間の自主的自
いずれにしろ加盟各国の教育の特殊な歴史的発展にそ 己形成を保障し得たとはいえなし、－－－一資本主義社会
くして改めて吟味され受容されるべきもので、あった」 の現実においては、 f静良化社会はシステム社会管理社
（同 ：171）と述べている。小.Jilのこの指摘は、波多 会として真の意味における人間の自主自強リ造活動を形
野とも共通し、生涯教育論が抱える不安定さを、発信 骨刻七する一面をもっている」（同： 27）と批判する。
主体であるユネスコの性格と照らして捉えたという点 ゆえに生涯にわたる教育は、「自らの学習とこれを保障
で重要である。さらに、波多野のいう生涯教育概念の する陶冶と保護の個々の過程およびその総過程をこれ
媛小化と拡散化としづ議論について、「生涯教育論の現 に与る当事者自体が直接的にコントロー ルで、きる直張
実的な基盤は、今日まず湾ーに生涯にわたる刊誌場の 的民主主義・社会的自治の体制を保障すること」（同 ：
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29）を通して実現されるべきだと主張した。 83年には、 85年からユネスコ生涯教育の責任者と
このように、ユネスコ生涯教育論が日本において、 なるE.ジェノレヒ。の著書『生涯教育一抑圧と解放の弁証
国家政策として展開されつつある姿が捉えられ、 批判 法』が訳出された。ジェノレヒ。は、これまでの行政主導・
されていることが分かる。さらに言えば、ユネスコ生 社会適応を主とするユネスコ生涯教育論から、抑圧さ
涯教育論自体が、人間の発達を個人のレベルから保障 れてし喝人々を解放し、課題解決・社会変革をすすめ
するものではなく、社会的観長から計画化するもので る学習を提起した。すなわち、社会の中で自立（自律）
あるとしづ共通する言判面が、少なくともここにあげた して生きるだけでなく、社会を変革しうる主体者とな
小J1・持田らの間でなされていたことは重要である5。 りうる学びを生涯にわたって保証することを主張した。
「自主的Jな自己形成を体制が「上からJ求めるとい それは、自己決定学習であり、個人の載機に応え、新
うある種矛盾したようにも見える構造の荊主が、日本 しい生活の方法の中で発展する学習のシステムを志向
において具体的な政策展開をみていない 70年代初頭 するものである。ジェノレヒ。のこうした提起は、第3世
までの段階で指摘されていたのである。 界の人権問題に向き合うようになった国隣士会のめざ
すところと合致し、 85年にはユネスコ「学習権宣言」 6へ
2.生涯学習政策の具体的展開（1980年代一1990年代） と結実してして。
1980年代に入ると、まず81年6月に中央教育審議 1990年代には、まず90年1月に中央教育審議会答
会答申「生涯教育について」が出された。この中で、 申「生涯学習の基盤整備についてJにおいて、生涯学
「今日、変化の激しし、社会にあって、人々は、自己の 習における学校教育の位置づけを確認し、その推進組
充実・啓発や生活の向上のため、適切かっ豊かな学習 織と「生涯学習センターjの設置、民間教育事業の支
の機会を求めている。これらの学習は、各人が自発的 援のあり方などが示された。この答申を受けて、 6月
意思に基づいて行うことを基本とするものであり、必 には「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整
要に応じ、自己に適した手段・方法は、これを自ら選 備に関する法律J（生涯学習振興法）が成立し、生涯学
んで、生涯を通じて行うものである。その意味では、 習が郁朗守県主導の広域政策として位置づけられた。
これを生涯学習と呼ぶのがふさわしい」とする。また、 同法は、文部大臣（当時）の体制整備の基準設定の権
「この生涯学習のために、自ら学習する意欲と能力を 限を規定するとともに、民間事業者を管轄する通産大
養い、社会の様々な教育機能を相互の関連性を考慮し 臣（当時）の役割について触れられている。一方で、
つつ総合的に劉南・充実しようとするのが生涯教育の 生涯学習の定義は刺去ではされておらず、教育全体と
考え方であるJと述べられている。このようにして、 の関係キ想念の提示は2006年の教育基本法改正を待
自発的意思に基づく「生涯学習」とそれを支える「生 つことになる。その後、 91年4月に中央教育審議会が
涯教育」品、う形で概念が整理された。 「新しい時代に対応する教育の諸制度の改革にっし、てJ
この時期の動向において、84年から87年にかけて を答申、続し、て 92年には生涯学習振興去を根捌去に
総理府 （当時）に設置された臨時教育審議会が生涯学 設置された生涯学習審議会が「今後の社会の動向に対
習政策に与えた影響を鮒見することはできな川 4次 応した生涯学習の振興方策について」を答申し、学校
にわたる答申において「生涯学習体系への移行Jが打 の役割をより詳細に示すとともに、リカレント教育、
ち出され、学歴社会の是正、新面の多元化、家庭・学 環境問題や高餅士会などの現代的課題に関する学習機
校・地誠の連携、スポーツの振興、生涯学習の基盤整 会の充実・推進を謡った。また、 99年6月の生涯学習
備が示された。特に、「民間活力の活用Jが艶見され、 審議会答申「学習の成果を幅広く生かす生涯学習の
自発的な学習を支えるものとして民間の産業も視野に 成果を生かすための方策について一」では、前の2つ
入れた生涯教育構想が示された。88年7月には、文部 答申と重ねてボランティア活動の推進と出掛全会の活
省が社会教育局を廃して新たに生涯学習局を設置し、 ’聞包が志向され、学びの成果の活用することが目指さ
筆頭部局とした。 しかし、多くの自治体では社会教育 れた。
と生涯学習の混同がみられ、行政赤R織におし、？ても「社 以上概観してきたように、生涯学習政策は 80年代
会教育課Jが「生涯学習課Jにそのまま置き換えられ 以降、特に臨時教育審議会を皮切りに急速に進展をみ
るといった事態が起こった（岡本 1996）ことなどが せ、90年代には施設の設置明子政体系の確立によりそ
指摘されている。 の体制が実体化していく。こうした展開の中で、社会
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教育関係者からの生涯学習政策批判が相次し、で出され （黒沢，1992:29）。 一方、ラングランの生涯教育の理
た 7。このころになると、生涯学習体系の具体化に伴 念が、ともすれば急激な社会変化への「適応主義的生
って、その国家政策的性格も様々な形で表れ、同時に
多角的に分析されるようになってくる。
たとえば末元誠は、生涯学習政策が求める「統合」
をキー ワー ドに、 4つの観点を提示した。 1点目は、
生涯学習の名のもとに、一自安行政と教育行政が統合の
方向に進んでいることをあげ、教育の自由の原則（教
育の一樹子政からの独立）に則さなし、展開を批判した。
それは、戦前の教育体制への逆行となる可能性を卒む
とともに、その I総合性・複合性Jがクローズアップ
される一方で、個別の領域の役割が相対的に希薄化し、
「具体的・晶附句こは、政治が全体を領導する形で、生
涯教育政策が進んでいるJとする（末元， 1986: 
207-209）。 2点目は、個人の学習要求への多様な対応
を課題とする生涯教育政策は、「国民の自己教育に対し
て、学習課題の発見のプロセスを欠いた『多様さの中
の画ー凶」に陥る可能性があり、個人の問題詩裁が集
団的に発達・展開する可能↑生を阻害すると指摘する。
涯教育」とみなされがちなのに対して、「ジェルピのそ
れ（生涯教育論女引用者注）は明確に『自己決定学習』
(self-drrected le泣由ng）に基づく『変革』の主体形
成に力点を置いている」（同：35）と評する。しかし、
これらは互いに反するものではなく、むしろ軌をーに
するものであると述べる。その上で、生涯学習体系の
期間、臨時教育審議会が示すような新自由主義的経
済政策による国家再編。折国家主義）へ向かうのか、
あるいはラングラン・ジェルヒ。が示すような「自律・
自立（自由）」へ向かうのか、「そのせめぎあい、市民
社会のヘゲモニー関係のなかで『生涯学習』の内容が
規定される」（同：35）ものであり、「現状は、自律・
自立（自由）を核とする『学習』は新国家主義の方向
で吸収され、国家ヘゲモニーとして展開されつつある」
（同：35）と批判した。黒沢は、国家ヘゲモニーに対
抗し、「切り捨て」を許さずして真の意味での「自由」
な生涯学習をめざすためには、その中心に社会教育を
それゆえに、これまでの社会教育の学習の伝統を引き 据える必要があることを主張する。
高齢、でいく必要性を主張した（同 209）。 3点目は、 小.；1剛も、同様に政策の理念という観長から、日本
生涯学習政策は、日本資本主義の存続そのものに関わ 固有な生涯学習政策の展開について批判する。特に、
る課題として、国家主義的に要請されているものであ 臨時教育審議会での答申について「根本的なフィロソ
るとする（同：211）。そのようなところから、臨時教 フィー」を欠きながら「学樫社会Jの是正と「多様の
育審議会以降鮮明となった新自由主義的な要請は、教 教育サービスの向上」をうたうもの（小川，1992:19) 
育の機会均等を崩すものであると指摘し、「本節句には、 であると評する。その内実は、各種の社会教育掘支の
教育投資（教育の効果の言判面）に対する、経済主義で 運営委託も含めて、『民間事業者』の活動に期待し、新
はない、教育主義的な論理が尊重されねばならなし、」 しい教育・文化・スポーツサービス産業を振興する一
（同： 213）という。 4点目は、政治主導の生涯教育 方で、社会的有不iJ益層は切り捨てられていくのであり、
十倍隼体制の末端機構として地域の団体や指導者が位置 これは「ユネスコを中心とした国際的諸機闘が人間解
づけられることによって、戦前のような上からの強化 放をめざして磨きあげてきた崇高な車念J（同： 23)
運動に転化する可能性を危↑具するものである（同： が欠如していることに起因するものであると指摘した
212）。さらに、学習者自身の学習課題と無関係に、行 （同： 23）。その上で、生涯学習関連で唯一の単独法
政によって学習課題や鼓鵡が「啓発Jされる方策が今 である生涯学習振興去について、その問題点を「第一
日みられるという（同： 213）。この末元の整理から、 に、『生涯学習』について定義がされず、また教育基本
臨時教育審議会が計画する生涯学習体系の国家主義的 法（2006年改正以前呼｜用者向との関係もあいまいであ
側面が実に多様な形で表れていることがわかる。 る」こと、「第二に、『民間事業者』への期待が大きし、
また、黒沢惟昭は、まず生涯教育の思念について、 こと。まず『民間教育事業者』ではなく、『民間事業者』
ラングランと、ジェノレヒ。のそれを整理、対比する。ラ であることに注目しなければならなしリ（同： 22-23)
ングランは、「教育の原点に立ち還り、そこから近代教 として、国家主義的な要請として教育を市場へ開くと
育の疎外状況（教え・教えられる関係の固定化、学校 いう同法の倒各を指摘した。
の生活からのi顕在など）を批判するドラスティックな 同じく生涯学習振興去の性格について、姉庵洋ーは、
改革現念の提示Jしたのであり、日本における学力偏 「法律の立法上の直張的な引き金は、 中曽根内閣当時
重による抑圧状況を浮かび上がらせるもので、あった の臨時教育審議会の求めた教育改革帯想にあJり、「こ
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こには、規制緩和と市場原理に基づく民営化 申「青少年の奉仕活動イ精食活動の推進方策等につい
(privatisation）を教育分野にも適用しようとする新 てJの中で、青少年ボランティア活動についてより踏
保守主義の立場が明瞭に打ち出されていたJ（姉崎， み込んだ提案をしており、学校によって強く推進され
2002 : 233）と述べる。特に、社会教育法が市町村主 ることとなった。また、特筆すべきは 03年の地方自
義をとったこととは対照的に、生涯学習振興法は、国・ 治法→日改正により、生涯学習・社会教育施設を含め
都道府県主義による広域行政を車且織原理としてし、る点 て、公共施設の民開業者による管理運営が可能となる
を指摘し、国家主義的・新自由主義的な観長から生涯 指定管理者制度が創設されたことである。1999年にす
学習体系が構想されていることを指摘する。その上で、 でに P町法が成立しており、 NPM (New Public 
「明らかに国民の生涯学部設ける要求を逆手にとっ Management）の考え方のもと、公共部門の民営化が
て鞘灸の憲法・教育基樹去・社会教育法の中で明示さ 可能になった。これにより、もとより財政がひっ迫し
れてきた『学習権』保障の教育法体系の中に教育法な ていた自治体における公的セクターの新制、が加速して
らざる教育法、 言い換えれば教育産業法のくさびを打 し、く。一方で、 06年12月には教育基樹去が全面改正
ち込むJ（同：244）ものであると批判した。 され、「国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人
教育の市場化が教育原理の後退を招く具榊句な展開 生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あ
として、たとえば島田修ーは、「行政改革」の、公費支 らゆる機会に、あらゆる場所において学習することが
出抑制、行政規模の縮小や一樹子政との統合、施設の でき、その成果を適切に生かすことのできる社会の実
「合理化j統廃合がすすむなかで、社会教育の「公共 現が図られなければならない」9と生涯教育の思念が明
↑白を否定する論調8が勢いを増していると指摘する。 記された。08年2月には中央教育審議会答申「新しい
特に、臨時教育審議会における教育改革構想は、自由 時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循
化のもとに I公教育の解体J、「教育の公共性の否定」 環型担金の構築を目指して～Jにおいて、知識基盤型
するものであるとして、 「参加し自治的に創造する」と 社会にふさわしい人材は、総合的な「知」を持ち合わ
いう意味での公共性を担ってきた社会教育が、「新しい せた自立した個人であるとして、その育成を生涯学習
時代の状況」への対応という社会的要請としての公共 が担うとされた。
性に置き換わろうとしていると批判した。（島田， 概観すると、生涯学習政策だ、けに限ってみれば、80
1986 : 17-18）。 年代、 90年代ほど大きな政策展開は起きておらず、 一
この時期の生涯学習政策批判の多くは、臨時教育審 応の定着をみているとし、えよう。しかしながら、自治
議会による「生涯学習体系への移行」に多く焦点、があ 体の財政難のなかで、新自由主義的な行政改革によっ
てられているといえる。それは、打ち出された生涯学 て、公共部門は次々と民間にアウトソーシングされて
習体系の像が、70年代にユネスコ生涯教育論とその導 し、る。生涯学習においてそれは、具4柏句には施設の統
入過程で議論されてきた課題とは大きく異なる論点を 廃合や職員の削減とし、うかたちであらわれているとし、
提示したことによる。それは、教育の「自由化」とい
う名目による、新自由主義的な教育行財政改革の流入
える。
新自由主義的な政策との間遠から、佐藤一子は、臨
で、あった。こうした教育の市場化の動きに対し、それ 時教育審議会の体系備制こついて、「新しい教育サービ
を鞘愛教育体制、特に社会教育の担ってきた役割を破 ス供給体系」として市場的な組織原理を導入する一方
壊するものとして批判が多くなされた。 で、学びの公共性の原理にたった社会教育を拡充する
その上で、それまでの論点であった国家主義的な性 ことをせず、相互の教育機会を「体系化」してこなか
格に加えて登場した新自由主義的な性格に対して、そ ったと批判した。特に、こうした中での生涯学習は、
れを統一的に把握しようとする諸論も見られた。それ 「民営化の多様な推進とともに制度的空洞化をはらん
らは主に、新自由主義的政策をもって日本資本主義の だ分散的な学習機会の総称となりかねない」（佐藤，
干割安を図ろうとする、その具体的方策としての生涯学 2004: 18）と指摘する。その上で、行政における財政
習を国家が推し進めるものとして捉えたものである。 合理化の中で社会教育はその制度的基盤が揺らいでお
り、生涯学習における公共的保障の側面はますます低
3. 新自由主義改革と生涯学習 （2000年代） 下していると指摘した（佐藤，2006:37）。
2000年代に入ると、 02年7月の中央教育審議会答 河野手仁枝も、行政改革によって事業予算措置の激減ん
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社会教育主事などの専門職や関係職員の激減により、 只中にある今日までを僻敬すれば、生涯教育・生涯学
住民の自主的学習を支える環境情勢が後退していると 習が「国家政策」としての性格に貫かれていることは
批判する（河野， 2014:112）。その上で、生涯学習政 明らかである。時期の違いによる政策の展開状況にも
策が抱える課題について、「第 1に生涯学習における よるが、生涯教育現念あるいは生涯学習政策に潜む、
市場原理の導入は、相会教育をはじめとする公的責任 国家による「教化」あるいは「抑圧Jに対して、「自由
を後退あるいは破壊するみちすじをつくっていること。 な学びの保障J「国民の学習権」、あるし、は「自己決定
第2に地方分権と言われる中『生涯学習』を基本理念 学習j、「変革の主体形成Jとし、った概念が対置されて
とする政策展開は、中央集権的方策を強化しているこ きた。重要なのは、臨時教育審議会以降顕在化した新
と。第3に、とりわけ第2と関わり自己責任が強調さ 自由主義的な性格について、それを国家主義的性格と
れる政策展開により人々の個別化がさらに浸透し、住 統一的に把握していこうとしたことにある。それは、
民自治などの後退が顕著になること。第4には、公的 「自由化Jと「統制」という疑似自併目反関係を超えて、
担金教育の後退により住民の自由な学びが形成されず 一貫して生涯学習政策の 「国家政策」という軸が明ら
自己教育活動の拘］制につながるJ（同：114）ことなど かであり続けたことにあらわれている。その上で、冒
を指摘した。 頭で述べた「地方分権」政策と、それによる 「国家」
河野はまた、現代的課題とそれに対する生涯学習に と「自治体」の新たな関係の中で、生涯学習のあり方
期待される役割についても、国家主義的な側面があら を再び問し、直さねばならない。
われてしもと指摘する。地樹土会において、男女共同 このようなところから、「国家政策Jとしての生涯学
参画、人権、環境保全、消費者問題、防災・安全など 習に対して、真に学習権の生涯にわたる保障たる意味
の地域課題・生活課題が山積している中で、「課題解決 での「生涯学習Jがどのように構想されうるか、その
のためには、粋づくりと活力あるコミュニティの形成 具体的方策や剣ヰ整備についての検討を進めていくこ
に向けた学習機会の充実が求められることを国民的課 とが、生涯学習・社会教育の今日的な課題であるとい
題にし、ここでも国民一人ひとりの自己責任による学 えよう。小.）Iや持田が構想したように、国家による計
びを脚Eし、しかもその学びをコミュニティに生かす 面化に対しての、国民の直接民主主義による生涯学習
べきとする国民の義務化が現れている」（同 ：111）と の計画化がまず想起される。たとえば、「参画型社会に
いうのである。 おける生涯学習描隼体制j 倫木，2004:123-148）が
教育の新自由主義的改革という側面を持っていた臨 挙げられる。より具体的には、市区町村における生涯
時教育審議会以降の生涯学習政策にとどまらず、一般 学習計商づくりへの住民参画である。これが、「学習主
行政も含めた公的セクターの民営化など、包括的に新 体としての人格、その社会的形成（自己疎外＝担会的
自由主義的改革が展関されると、権利保障という観点 陶J台）過程をも視野に入れた学習・教1f'ol題の理解に
から、批判の焦点は新自由主義的政策社側に移ったか はじまり、教育の目的・内容・方法から、さらに教育
にみえる。しかしながら、国家政策と新自由主義的政 の札織・運動・政策（教育計画、教育改革）にも関連
策を統一的に把握していく試みは前に述べた。河野は するもの」（同： 149)＝「広義の教育実践」を通して
さらに、今日争点となっているのは「教育の市場化 行われるという。
そして国家政策としての教育という相反する二面的構 しかしながら、自治体において、住民自治の実践を
造J（同：103）であるとしづ。それは、一見すると 「自 支える仕掴みは十分に機能しているとは言えなし、そ
由化」と「統制」としづ矛盾に見えるけれども、真実 れは、第1に、自治体の教育行財政の縮小林l撤して
はそれぞれが「公的責任の後il.]の方策であり、「自己 し、る点にある。自治体の財政難はますます訴剥であっ
責任」の国民の育成の方策である点で一致をみる。 て、社会教育の縮小、ひいては生涯学習の衰退に対処
しえない。前述した、生涯学習計画づくりへの住民参
おわりにー若干の考察 画は、社会教育を出発点とすることで成り立ってし、る
以上、「国家政策」としての生涯学習を捉えた批判の が、多くの場合、その前提が失われつつある。こうし
中で、「国家政策Jに対置する車念が明確な論者を中心 た新自由主動怜財政原理に対して、教育行財政にお
に整理を試みた。いま、生涯学習政策の現代的出発点 ける原理の対置が求められる。さらに言えば、公的保
であるユネスコ生涯教育論から、新自由主義的政策の 障の拡大はすなわち国による財源保障を志向せざるを
16 
渡辺秀和生涯学習と社会教育の今日的課題
得ないという点では、むしろ国家政策としての規定が
求められるとし、う矛盾と向き合わなければならなし、
第2に、教育行政の独立に関して、生涯学習政策に
よる後退とは別のルートでの1百幾があるとし、う点であ
る。各自1剖本では、首長部局による「上から」の教育
支配はより強化されようとしている。 2014年 6月の
「地方教育行政の組織及。漣営に関する法律Jの改正
によって、教育委員会制度が弱められる形で見直され
たことは記憶に新しい 10。教育委員長と教育長を統合
した「新J教育長を首長カミ任命するだけでなく、ブψ同
の作成、新たに設けられる総合教育会議を主催するな
ど、権限が強化される。一方、教育委員会は執行機関
としては残されるものの、これまでより独立性が弱ま
ると考えられる。逆に言えば、首長の教育への瑚平に
よって、そのあり方は大きく差が出ると言えるだろう。
「地方分権Jの名のもとに行われている政策と関わ
って、第1の点は財政における国家への中央集権化で
あり、第2の点は首長への中央集権化という形であら
われている。すでに生涯学習をめぐる問題は、「地方分
権Jというより大きな「国家政策jに内包されている
とも言えるだろう。生涯学習とその中心を担う社会教
育は、今日においても、住民主体の自由な学びを進め
ていくことが求められる。それは、自1剖本を変革し、
あるいは生涯学習を自らのものにしうる可能性を「住
民自治Jが持っているからで、ある。そうした社会教育
実践に光を当て、「国家政策Jを乗り越える理詰制七を図
っていく必要がある。
注
1社会教育法、第2条より。
2向上、第3条より。
3公開官だよりにおける併］コーナーで、 市民が作っ
た「梅雨空に『9条守れ』の市民デモJとし、う俳句
をサークルが選出したところ、掲載を拒否された問題
である。公開官側は、「”九条守れ”というフレーズは、
憲法を見直そうという動きが活発化している中、公民
館の考えであると誤解を招く可能性があるJと掲載を
取りやめた理由を説明した。
4それ以前では、たとえば「子日く、吾れ十有五にし
て学に志す。三十にして立つ。四十にして惑わず。五
十にして天命を知る。六十にして耳従う。七十にして
心の欲するところに従えども矩をこえず。」という孔子
の言葉（論語）や、訓却主義の立場から生涯の各段階
に合わせた人間形成を目指したコメニウスなどに生涯
学習の古脚句な姿を見ることができる。しかし、社会
の変化への適応とし、う視点から論じられる教育改革原
理としての現代的生涯学習論とは一穂を画するものだ
といえる。生涯教育の古脚句理解については、小，）1利
夫『社会教育と国民の学習権』 p.158に詳しい。
5波多野の分析を援用すすもば、そもそもユネスコ自身
が体制側の要求から辺町もることができなしポE織である
とも言えるだろう。
6 『学習権宣言』は、 1985年ユネスコ国際成人教育会
議で樹尺された宣言である。
「学習権とは、
読み書きの権利であり、
閉し精け、深く考える権利であり、
想像し、創造する樹｜代、あり、
自分自身の世界を読みとり、
歴史をつづる権利であり、
あらゆる教育の手だてを得る権利であり、
個人的・集団的力量を発達させる権利である。J
と説明されている。
7社会教育学会では、 80年代から90年代にかけて、
生涯教育・生涯学習をテーマにして2度宿題研究を組
んでいる。その成果として、同学会紀要「日本の社会
教育Jにおいて、 1986年に『生涯教育政策と社会教育』
甥 30集）、 1992年に『生涯学習体系化と社会教育』
頃 36集）を刊行している。
8祉会教育行政の廃止を論じたものとして、 1986年に
出された松下圭一『担会教育の終駕』が挙げられる。
松下は、社会教育行政は「オシエ・ソダテノレ」品、っ
た教育発想に立っており、市民の自由な学びをむしろ
担会教育行政が阻害しているとして、市民文化活動の
充実をみた現在、その役割を終えるべきだとする。生
涯学習についても相会教育行政の拡充に頼らざるを得
ないものとして、「オシエ・ソダテノレJという日本型文
脈での教育指思の域を出ないと批判していることに留
意する必要がある。
9教育基樹去、第3条より。
10新教育委員会制度については「特集教育委員会制度
と社会教育の自由」『月刊社会教育』国土也2015年2
月号に詳しい。
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